
　１．はじめに

　アメリカのサブプライム問題が顕在化した2007年
以降、世界経済は2008年９月15日のリーマンブラザ
ーズの破綻をきっかけにパニック状態となり、世界
同時金融恐慌の様相を呈してきた。昨年１年間で、
ダウ工業株30種は史上３番目となる33.8％の下落、
日経平均株価にいたっては戦後最悪となる42.1％の
下落となった（Table 1）。
　経済産業省『通商白書2008』によると、金融のグ
ローバル化、金融派生商品の発達により世界の金融
資産は国境を越えて流動し膨らんでいった。金融資
産の実体経済に対する比率は、1900年は世界の
GDPの２倍であったが2006年には3.5倍へと拡大し、
金融資産の年成長率も平均9.1％と世界の実体経済

の名目GDP年成長率平均5.7％を上回っている。実
体の無い金融という風船がどんどん膨張し、最後に
弾けてしまったのである。
　金融危機による信用収縮は個人資産の目減り、ク
レジットの審査厳格化、企業の資金調達難により実
体経済に影響し、個人消費の減少→生産の抑制→失
業率の上昇と悪循環に陥り世界の主要経済指標は悪
化している（Table 2）。世界経済の急速な悪化は消費
と生産の低下を招き、貿易統計が３か月連続して赤
字になるなど、輸出の急激な減少が日本の製造業を
直撃している（Table 3）。トヨタやパナソニックなど
日本を代表する自動車、家電、電子部品関連企業が
今期赤字の見通しとなったニュースは記憶に新しい。
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　グローバルスタンダードという名のもとに、世界の金融経済は垣根がなくなり、大量の
資金が世界中を一瞬で駆け巡るようになった。そのため、地方においても世界経済の影響
は一瞬で届くようになった。世界経済が急速な負のスパイラルに落ちる中、鳥取県経済へ
の影響と産業構造を検証し、それに対してどう向かえばいいのかについて述べたい。
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Table 1　年間下落率

下落率（%）２００８年末２００７年末
４２.１８,８５９円１５,３０７円日経平均株価
３３.８８,７７６.３９ドル１３,２６４.８２ドルダウ工業株３０種



　２．鳥取県の経済情勢

　今回の金融危機が鳥取県経済に与える影響として
自動車、家電の販売不振が、関連部品を下請け製造
する鳥取県の製造業にまず現れている。
　鉱工業では一般機械、電気機械、電子デバイス製
造業の生産水準が低調となっており、2008年11月の
鉱工業生産指数は前月比6.3％減少し、生産指数は
89.1（2005年＝100）となった（Fig.1）。また、有効求
人倍率も0.57倍に落ち込んでいる。生産、雇用とも
総じて弱い動きになっている（Fig.2）。
　鳥取県統計課の2008年11月実施「鳥取県企業経営
者見通し調査」では、食料品を除いた全産業の2009
年の景気見通しBSI（上昇−下降）はゼロまたはマイ
ナスとなっており、売上見込みもほとんどの産業で
下降すると回答しており、製造業、非製造業とも見
通しが立たない状況となっている（Table 4）。

　こうした世界的な金融危機を受けてマスメディア
が「100年に一度の危機」をニュースの他、バラエティ
や昼の情報番組で強調しているが、行き過ぎた報道
は消費者のセンチメント悪化に影響を与えている。
日本銀行の「生活意識に関するアンケート調査」に
おいて、景気判断の根拠として「マスコミ報道を通
じて」という回答が、2008年６月は全体の35.0％で
３位だったが、同年12月では43.3％で１位となって
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Table 2　日米経済指標

失業率鉱工業生産・前月比小売売上高・前年比
０８年１月４.９%→０８年１２月７.２%０７年１２月０.１%→０８年１１月▲０.６%０８年１月０.３%→０８年１２月▲２.７%アメリカ
０８年１月３.８%→０８年１２月４.４%０７年１２月１.４%→０８年１１月▲８.５%０８年１月１.３%→０８年１２月▲２.７%日本

（単位：億円）Table 3　貿易収支の推移（日本）

６月５月４月３月２月０８年１月

１,１９１３,５７７４,７５２１兆１,０８９９,６３３▲８９７

１２月１１月１０月９月８月７月

▲３,２２２▲２,２４９▲６７１８５６▲３,３２１８２２

Table 4　鳥取県企業経営者見通調査
鳥取県業界の景気判断BSI：全産業・業種別

０９年
０４月～０６月

０９年
１月～３月

０８年
１０月～１２月

－１５－５２－４２全産業
－４－５２－３２製造業
６－４０－２０　食料品
－１５－２３－３９　衣服・その他
０－５０－５０　パルプ・紙
－２０－６０－２０　金属製品
－３３－３３－５６　一般機械
－４－７０－５２　電気機械
－２４－５３０　その他
－１７－５１－４６非製造業
－５６－３８－５５　建設業
－３４－６２－５０　運輸・通信業
－３－４８－４０　卸売・小売業
－７－７５－３５　サービス業
－１５－３１－５４　その他

鳥取県自己企業の売上高判断−増減−：全産業・業種別

０９年
０４月～０６月

０９年
１月～３月

０８年
１０月～１２月

－２０－５４－１４全産業
－２－５２１４製造業
１３－４０３３　食料品
０－１５－２２　衣服・その他
－２５－２０－１７　パルプ・紙
０－８０２０　金属製品
－１１－３３－１１　一般機械
－１３－６５－４　電気機械
－１１－７０２９　その他
－２５－５４－２２非製造業
－４７－５０－５０　建設業
－３９－８５－４７　運輸・通信業
－５－４０６　卸売・小売業
－４－７２０　サービス業
－４６－３３－３９　その他
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Fig. 1　鳥取県の鉱工業生産指数
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Fig. 2　鳥取県・全国有効求人倍率推移



いる（Fig.3）。個人消費はGDPの約55％を占めてお
り、不安を煽るような報道は個人消費に影響し、経
済の停滞となる。

　３．県民経済計算から見る鳥取県経済

　３−１　生産側から見た県内総生産
　内閣府の県民経済計算によると、鳥取県の2006年
度県内総生産（名目）は２兆568億７千万円で、47都
道府県中47位と最下位（Table 5）、国内総生産（名目）
511兆円に対して0.4％の割合である。上位は関東、
関西、中部の都府県が占めており、下位は地方、特
に中四国の県となっている。都道府県別総人口の順
位を見てみると、経済規模と人口順位はリンクして
いることがわかる（Table 6）。県内総生産を増やす
ためには、付加価値の高い産業を振興し、雇用創出
して人口を増やすとなるが、たくさんの雇用が生ま
れる産業を興すには時間をかけて育てていく必要が
ある。そこで短時間で効果を出すには企業誘致とな
る。多くの地方自治体が工場、研究施設、鳥取県に
おいては全国でも珍しい事務部門の誘致に手厚い補
助金と制度融資を用意している。しかし、補助金で
誘致した工場は、景気動向や生産計画の見直しや海
外シフトによってすぐに閉鎖や移転となるケースが
あり、地域資源や固有の技術を活かした必然的な企

業誘致戦略が求められる。
　地域間格差の指標となる１人当たり県民所得（こ
こで述べる１人当たり県民所得とは、個人の所得水
準を示すものではなく、企業所得を含めた県全体の
水準を示すもの）で比べると、鳥取県の2006年度１
人当たり県民所得は前年比3.6％増と２年ぶりの増
加となったものの、242万2,000円で39位と全国でも
低水準である。ここでも上位は東京、愛知、静岡と
いった関東、関西、中部の都府県であり、下位は38
位の鳥取県以下すべて地方であり、地域間格差が生
まれていると言える（Table 7）。
　県民所得は、給与や退職金等の「雇用者報酬」、
利子や配当金など財産運用の「財産所得」、法人の
経常利益などの「企業所得」の合計である（Table 8）。
鳥取県の2006年度県民所得の内訳を見てみると、雇
用者報酬が2.2％減少したものの、企業所得が17.0％
増加したことでトータル前年比プラスとなった。雇
用者報酬の内訳をさらに見ると、賃金・俸給が2.9％
減少し、退職金増加により雇主の社会負担が2.0％
増えている。正社員から非正規社員への切り替えに
よる給与カットや団塊世代の退職によるものと思わ
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商店街、繁華街などの混み具合を見て

景気関連指標、経済統計を見て

1位

2位

3位

4位

5位

2008年12月

マスコミ報道を通じて

自分や家族の収入の状況から

勤め先や自分の店の経営状況から

商店街、繁華街などの混み具合を見て
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Fig. 3　日本銀行「生活意識に関するアンケート」（全国）

Table 5　２００６年度県内総生産順
位（名目）（単位：１００万円）

県内総生産都道府県順位
９２,２７７,１２７東京都１
３８,８０８,５８２大阪府２
３６,５０６,１９７愛知県３
３１,７７５,２３５神奈川県４
２０,８６９,９１４埼玉県５

〜
２,８９６,４１２佐賀県４３
２,６７０,１２５徳島県４４
２,４８７,４８６島根県４５
２,３１０,１７１高知県４６
２,０５６,８７０鳥取県４７

Table 6　２００６年度都道府県別総
人口順位

人口（人）都道府県順位
１２,６５９,１７２東京都１
８,８２９,８３７神奈川県２
８,８１４,７２２大阪府３
７,３０８,４２０愛知県４
７,０７１,３０９埼玉県５

〜
８１９,１０８福井県４３
８０５,３２７徳島県４４
７８９,４５０高知県４５
７３６,５４４島根県４６
６０４,０９５鳥取県４７

Table 7　２００６年度１人当たり県民
所得順位 （単位：１,０００円）

金額都道府県順位
４,８２０東京都１
３,５０９愛知県２
３,３８９静岡県３
３,３５２滋賀県４
３,２５７神奈川県５

〜
２,４３７島根県３８
２,４２２鳥取県３９
２,３９８熊本県４０
２,３４６岩手県４１
２,３３４秋田県４２
２,２８３鹿児島県４３
２,１７０高知県４４
２,１５９長崎県４５
２,１５０宮崎県４６
２,０８９沖縄県４７



れる。本社（関東、関西、中部）か
ら見て地方の工場は固定経費から流
動経費となり、景気の調整弁となっ
た。これにより、都市と地方は今後
より一層格差が拡がる恐れがある。
　財産所得は前年比196.4％の大幅
増加であるが、これは、2006年に日
本銀行がゼロ金利を解除したことが
要因として考えられるほか、銀行の
取り扱い金融商品の拡大（投資信託、
年金保険）により、個人が貯蓄から
投資へシフトしてきたことによるも
のである。
　企業所得は前年比17.0％の増加と
なった。特に民間法人企業は前年比
25％の増加で、県民所得の増加に最
も寄与している。自動車関連部品の
需要増、薄型テレビの買い替えによ
る液晶関連部品の需要増が要因であ
る。
　以上のことから、鳥取県の１人当
たり県民所得は前年比増となったも
のの、労働者への分配は減り、コス
トカット、受注の増加により民間法
人企業の所得が増えたことで県民所
得が増加したものであると言える。
　３−２　支出側から見た県内総生

産
　ここで見られる鳥取県の特徴とし
ては、財貨・サービスの移出と移入
を比べると、移出が１兆753億円に
対して移入が１兆2,208億円となっ
ており、1,455億円の移入超過とな
っている（Table 9）。県内の生産力、
製造業など移出型産業が弱いこと示
し、県外からの資金移転により賄っ
ている。2006年度県内総生産（支出
側）は財貨・サービスの移出が前年比
2.2％増加した。３−１の生産側で
も述べたとおり、企業所得の増加が見られるが、県
外企業からの受注が増えたことが要因である。また、
受注増に伴い、設備投資を表す、民間の総固定資本
形成が増加している。この２点が大きく寄与し、
2006年度の県内総生産（支出側）が増加した。しかし、
依然移入超過であり、いかにして製造業の高付加価

値化により県外、域外へ移出していくことが重要で
あると考える。
　一方、家計最終消費支出は減少しており、項目を
見ると食料、教育、家具の順で減っている。３−１
の県民所得で見られたとおり、雇用者報酬の減少が
家計に影響を及ぼし、切り詰めて生活している様子
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Table 8　２００６年鳥取県の県民所得の構成

増加率（%）寄与度２００６年度（百万円）２００５年度（百万円）項　　　目
－２.２－１.６９９６,７３０１,０１９,１２９１.雇用者報酬
－２.９－１.８８４７,４８６８７２,８１０　１資金・俸給
２.００.２１４９,２４４１４６,３１９　２雇主の社会負担

１９６.４０.４３,０９９－３,２１６２.財産所得
－３.５－０.１－３４,９７２－３３,７９１　１一般政府
５.９０.１１９,７５６１８,６６２　　a.受取
４.３０.２５４,７２７５２,４５３　　b.支払
２３.７０.５３６,６４７２９,６１８　２家計
２４.１０.４－１７,５１１－２３,０６４　　①利子
－１.３０.０１３,８４０１４,０２９　　②配当（受取）
３.５０.１３２,９８７３１,８６３　　③保険契約者に帰属する財産所得
８.００.０７,３３１６,７９０　　④賃貸料
４８.７０.０１,４２３９５７　３対家計民間非営利団体
１７.０４.８４６３,３８９３９６,１５９３.企業所得
２５.０４.４３１２,０６８２４９,７３８　１民間法人企業
４７.５０.３１２,２７９８,３２６　２公的企業
０.７０.１１３９,０４３１３８,０９５　３個人企業
－７.１－０.１１６,９１１１８,１９８　　a.農林水産業
３.６０.１２７,２３５２６,２７９　　b.その他の産業
１.４０.１９４,８９７９３,６１８　　c.持ち家
３.６１,４６３,２１８１,４１２,０７２４.県民所得（１+２+３）

Table 9　２００６年度鳥取県の県内総生産（支出側）の構成

増加率（%）寄与度２００６年度（百万円）２００５年度（百万円）項　　　目
－２.２－１.３１,１４７,２３７１,１７３,１９８１.民間最終消費支出
－２.４－１.４１,１１１,５８７１,１３９,３３６　１家計最終消費支出
－３.４－０.５２７２,２３６２８１,８７９　　a.食料
－０.８－０.１２５５,０１５２５７,１９７　　b.住居
－２.８－０.１４９,４１５５０,８６３　　c.光熱・水道
－１５.０－０.２２８,０７９３３,０２６　　d.家具・家事用品
８.１０.２５６,５１９５２,２７２　　e.被服および履物
－２.３－０.１５９,８０２６１,１９６　　f.保健医療
－２.７－０.１１０７,１１２１１０,０３９　　g.交通・通信
－２３.３－０.３２２,９６７２９,９３７　　h.教育
－２.０－０.１１１７,５４５１１９,９６３　　i.教養娯楽
－０.００.０１４２,８９８１４２,９６４　　j.その他の消費支出
５.３０.１３５,６４９３３,８６２　２対家計民間非営利
－０.３－０.１５８５,３４６５８７,３７８２.一般政府最終消費支出
２.８０.７４９８,４２０４８４,７５４３.県内総資本形成
１.３０.３４９４,８９８４８８,３９４　１総固定資本形成
５.９０.９３３９,８８７３２０,８０５　　a.民間
－７.５－０.６１５５,０１１１６７,５８９　　b.公的
１９６.８０.４３,５２２－３,６４０　２在庫品増加
５.６２.８１,０７５,３１５１,０１８,５８５４.財貨・サービスの移出
－０.６－０.４１,２２０,８１７１,２２８,６５６５.（控除）財貨・サービスの移入
－２２.４－０.３－２８,６３１－２３,４００６.統計上の不突合
２.２２,０５６,８７０２,０１１,８５８７.県内総生産（１+２+３+４+５+６）



が統計に表れている。地域の
発展を図るためにも、産業の
育成と雇用創出に力を入れて
支援していく必要がある。

　４．鳥取県の産業構造

　鳥取県の産業構造を分析す
るために経済活動別の県内総
生産を全国と比較してみると、
以下のような特徴がある
（Table 10）。
1県内総生産に占める産業の
割合が、全国に比べて低い。
2産業の中では、農林水産業
と建設業が全国に比べて割
合が高く、卸売・小売業の
割合が低い。
3政府サービス生産者の割合
が全国に比べて高い。
　1について、全国は産業の
割合が92.7％に対して、鳥取
県は84.9％の割合であり、県
内産業は供給力不足である。
上記３−２の支出側でも見ら
れたが、移入超過の状態であ
り、県内産業、特に産業の中
で割合の高い製造業が高付加
価値な商品を開発し、県外へ
販路を拡大していくことが必
要である。
　2に見られるように、鳥取
県に限らず地方は公共工事に
依存した経済構造であったこ
とから、建設業の構成割合が全国に比べて高い。し
かし、自治体の財政再建のため公共工事は削減され
ており、建設業は倒産が多く、建設業からの新分野
進出、特殊技術の習得など他社との差別化を行わな
いと建設業者の生き残りは困難な状況にある。近年、
こうした状況を受け、建設業の農業分野参入や、屋
上緑化、リフォームなど異業種参入を行う企業が増
え、行政、支援機関も助成やセミナーを行い支援体
制を整えているが、成功事例はまだまだ少なく、中
長期の姿勢で取り組む必要がある。
　また、農林水産業の割合が全国に比べて高いが、
姫路〜鳥取間の無料の高速道路が開通し、山陽兵庫、

関西の大消費地が時間的に近くなることや、農薬残
留問題で消費者の食の安心安全への関心が高まる中、
スーパーなど小売と食品加工業者が国産農産品へシ
フトしたいニーズがあることは、筆者の職業柄最近
よく相談がある。こうした追い風を背景に、農業が
今後伸びていく可能性が高い。
　3については、移入超過で産業による外貨が稼げ
ていない分、公的支出で県内経済を支えている。こ
れは上記３−２で述べた、県外からの資金移転が地
方交付税など国からの税金であり、鳥取県予算が地
域に循環していることを示している。近年議論が高
まっている道州制が導入された場合、効率化により
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Table 10　全国と鳥取県の経済活動別県内総生産（各自）の比較　　　  （単位：百万円、%）

鳥取県全国
項　　　目

増加率構成割合２００６年度２００５年度構成割合２００６年度
１.８８４.９１,７４７,１７０１,７１６,９６５９２.７４８０,８８６,１６２１.産業
－２.５２.３４６,４８２４７,６７６１.１５,９３４,０５９　１農林水産業
－１.００.１３,０２０３,０５１０.１５６３,９４１　２鉱業
１５.４２０.７４２５,２８８３６８,６３８２１.３１１０,４７５,９５５　３製造業
１.８７.５１５３,４７０１５０,８２１５.５２８,３０１,８１７　４建設業
－５.４３.１６４,１９６６７,８３８２.５１３,１４７,９９１　５電気・ガス・水道業
－５.４８.１１６７,３２６１７６,８９９１３.７７１,１８０,４５３　６卸売・小売業
－３.４５.６１１４,４８４１１８,５２３７.０３６,２９５,０３５　７金融・保険業
－０.５１１.０２２６,２５６２２７,４５８１２.８６６,６６５,７１４　８不動産業
－３.３５.４１１０,８１５１１４,６２９６.８３５,１４２,６９６　９運輸・通信業
－１.３２１.２４３５,８３３４４１,４３４２１.８１１３,１７８,５０１　⑽サービス業
１.２１５.６３２１,２９０３１７,３９７９.２４７,５６２,１８５２.政府サービス生産者
１３.８２.７５６,４２５４９,５６３２.０１０,５４２,６７３３.対家計民間非営利サービス生産者
２.０１０３.３２,１２４,８８５２,０８３,９２５１０３.９５３８,９９１,０１９４.小計（１+２+３）
１５.２１.１２１,９０４１９,０２１０.８４,１５０,６５１５.輸入品に課される税・関税
４.６０.５１０,５８８１０,１２５０.６３,０６１,６２４６.（控除）総資本形成に係る消費税
－２.０３.９７９,３３１８０,９６３４.１２１,２５５,９６８７.（控除）帰属利子
２.２１００.０２,０５６,８７０２,０１１,８５８１００.０５１８,８２４,０８０８.県内総生産（生産側）（４+５-６-７）
－２.５２.３４６,４８２４７,６７６１.１５,９３４,０５９（参考）第１次産業
１１.３２８.３５８１,７７８５２２,５０９２６.９１３９,３４１,７１３　　　　第２次産業
－１.１７２.８１,４９６,６２６１,５１３,７４０７５.９３９３,７１５,２４８　　　　第３時産業

Table 11　全国と鳥取県の経済活動別県内総生産（各自）の比較：製造業 （単位：百万円、%）

鳥取県全国
項　　　目

増加率構成割合２００６年度２００５年度構成割合２００６年度
１５.４２０.７４２５,２８８３６８,６３８２１.３１１０,４７５,９５５３製造業
－９.５２９.９１２７,２００１４０,５１４１２.０１３,２８９,１２５　①食料品
－４.２０.３１,１７６１,２２７０.７８０８,２６２　②線維
－７０.６０.７２,９０３９,８７１２.０２,２０６,１０３　③パルプ・紙
１８.１０.２９７２８２４８.２９,０３７,５７０　④化学
２０.６０.３１,１４６９５０２.６２,９２５,８４７　⑤石油・石炭製品
－１３.８１.３５,７２３６,６３９３.２３,５２８,１０３　⑥窯業・土石製品
９.４１.５６,２２９５,６９３８.３９,１８９,６６０　⑦一次金属
－０.７３.５１４,７０６１４,８０３５.８６,３５９,７９４　⑧金属製品
２７.６４.４１８,７２３１４,６７１１１.１１２,２２２,１７０　⑨一般機械
５６.６４８.０２０４,２１５１３０,３８５１５.３１６,８９６,０１０　⑩電気機械
２４.２１.１４,７１２３,７９５１４.８１６,３６８,７４５　⑪輸送機械
２５.１０.１３００２４０１.６１,７７１,９８４　⑫精密機械
－４.５８.８３７,２８２３９,０２８１４.４１５,８７２,５６７　⑬その他の製造業



公務員の削減、予算のカットが行われることで鳥取
県のような公的支出に依存した地域はますます経済
規模が収縮していくため、公的支出に依存しない、
自立した産業の育成を図る必要がある。
　次に、産業の中で割合の高い鳥取県の製造業の割
合構成を見てみると大きな特徴がある（Table 11）。
食料品と電気機械の２業種が製造業の約80％を占め
ている。
　食料品に関しては、全国に比べて高い生産割合の
農林水産業をいかした食品加工メーカーや、全国各
地の土産物お菓子を製造卸販売しているメーカーが
あることから、割合が高いものと思われる。２章で
言及した鳥取県の経済情勢でも企業経営者のBSIが
軒並みマイナスの中、食料品業者のみ４月以降の見
通しがプラスとなっており、鳥取県の素材を活かし、
市場のニーズに応えた商品開発をしてこの分野を伸
ばしていかなければならない。
　鳥取県内の製造業の中で最も構成割合の高い業種
は電気機械である。鳥取市が誘致した大手家電メー
カーの下請け企業が鳥取県東部を中心に集積してお
り、さながら企業城下町を形成し、製造業の約50％
を占めている。しかし、鳥取県の電気機械製造業は
下請けが多いため、発注先の業績や生産計画、生産
拠点の海外シフトに左右されやすい。これは今まで
述べてきた、雇用者報酬の減少などに現れている。
下請けから脱するためには、自社商品を開発し販路
を開拓することができればよいが、県内は99％が中
小企業であり、単独では技術、資金、人が不足して
いる。そこでそれぞれの強みをもった企業が連携し
て、新たな展開をしていく必要がある。

　５．鳥取県経済と産業構造の弱点克服に向けて

　経済状況と産業構造をおさらいすると、
・移入超過で公的支出依存度が高い
・下請け構造のため、労働分配が低い
・自立するためにも、高付加価値な商品を開発し県
外（域外）へ販路拡大する必要がある
・食料品メーカーが元気である
・県内総生産で農林水産業の構成割合が全国に比べ
て高い

といった点が上げられる。
　上記の問題点克服と特徴を活かすには、以前から
言われていることであるが、①アグリビジネスの振
興、2企業連携、3販路拡大、4企業誘致になると
考える。
　アグリビジネスの振興のためには、最近盛んに言
われる農商工連携、企業連携の推進や異業種からの
参入、大消費地とのマッチングを行う必要がある。
山陽兵庫のバイヤーと話をしてみると、先方が食品
に求めるものは、安心安全、鮮度、そして地方の特
色を活かした変わったものがほしいと言われる。バ
イヤーと生産者をつなぐことが多々あるが、市場の
ニーズを捉え、ニーズに対応する意欲を生産者が持
つことが大事だと痛感する。これはアグリビジネス
に限ったことではなく、下請けからの脱却のための
自社製品の開発や販路拡大に共通したことであり、
こうしたことへの取り組みの支援は、日本最小県と
いう小回りを活かして、官民一体となった取り組み
をしなければならない。
　企業誘致に関しては景気動向や本社の生産計画に
左右されることが多く、地域への必然性がなければ
雇用調整や補助金のもらい逃げなど費用対効果が問
われる。ここ最近、山陽兵庫側のスーパーや食品加
工業者、飲食店などの企業から聞く話として、契約
農家や直営農場の進出先を探しているという話が増
えてきた。直営農場と１次加工場を併設できれば地
域の雇用も生まれる。農業という当地への必然性か
ら、これまでの製造業に重点を置いた企業誘致から
１次産業の誘致に力を入れるべきと考える。ただし
リスクとして、農業参入は規制が厳しい、作物を育
てるには工業製品に比べて年数がかかり投資した資
金回収まで時間がかかる、天候リスク、販路の確保
等があることから、よいパートナーと組んで中長期
で取り組むことが必要となる。
　こうした状況の変化に対応するため金融機関は変
わってきており、今までのような預金を集めてと融
資を行うというだけでなく、ネットワークを活かし
た情報でマッチングや企業、生産者との連携、農業
参入支援に取り組み、地域の振興を支援していくこ
とが重要と考えられる。
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